







































































































































































































することがその特性にふさわ しい企業を対象としたマザーズ市場 とでは､ 上場制
度 ･基準が異なるのがむしろ当然である｡こうした観点からすれば､マザーズ市場
の開設により東証は文字 どお り ｢二つの市場｣ (外国株市場 も入れれば ｢二つの市
場｣)を開設していることになる｡それぞれの市場についてその開 設の趣旨や し場




















上場 日における時価総額が5億fJl以 Lとなる見込みのあること(〕この場合の ｢時
価総額｣とは､ 卜場にかかる公募等の価格に､上場時において見込まれる上場株式

















































上場有価証券については､証券取引所における市場において売 り･買い (需要 ･








































































































































































































業の資金調達 ･信用向 卜等の機会提供 という国艮経済の発展にとって重要な役割を
果たしてお り､ したがってそこにおいて行われる証券取引は公益と密接な関係を有
するものである｡)証券市場のこうした国民経済活動 との密接な関係を踏まえるとき､
証券市場は ｢重要な国艮の財産｣(注 8)､｢国艮共有の財庫｣ として意義付けられる
べ きものであるし)証券市場の基盤 となる事項を検討する場合､こうした理念が基礎

























































































な証券投資を業とするものや専門家ばか りでなく､広 く国民 (個人投資家)いわゆ








































































































な情報 を示 していないと認め られる事項がなかったか どうかに関する意見を述べ
る｡なお､この意見書は公衆縦覧に供されることとなる｡
以上に極めて多 く流通の実績 をまつことな く高い流動性が想定で きるものについて
6 旧商法下で設立され単位株制度が適用 される会社においてはその単位の くくり
の大 きさに対応 して所要上場株式数を換算することとしている｡すなわち1単位の
くくりは純資産が大 きく株価の高い会社は小 さくすることを想定 している (東証は
こうした対応を上場会社に要請 している｡). また､現行商法下で設 立された会社は
1単位 (額面5万円)を1株 としている｡ そこで､例えば4,000単位 という基準は､1
単位が1株の会社には1.000札 1単位1,000株の会社には400万株を求めるとするもの
である｡これは､投資金額の大 きさに間接的 ･部分的ではあるが対応 しようとして
いる措置と言えよう｡
7 従前の東証の基準においては､600株以上か ら5万株未満を浮動株 とし､当該株
式を浮動株式､その所有株主を浮動株主と規定 していた｡
8 証券市場を ｢重要な国民の財産｣と意義付けたものとして､次の報告書がある｡
東京証券取引所証券政策委員会 ｢証券市場 を取 り巻 く環境変化への対応について-
国際競争力の向 l二をめざして-｣(平成7年6月､32頁)｡同報告吾は､証券市場の
重要性の理解について､｢国民に必ず しも十分に浸透 しているとは言い難い｣ とし､
幅広 く国民各層に対 し証券 市場 に関する啓蒙活動 を行 う必要があると提言 してい
る｡
9 わが国においては､証券市場 を国民の共有財産 とする認識が必ず しも高いとは
いえないのが現状であるが､ 日本版 ビッグバ ンにおける市場改 革の必要性 と理念を
理解するにはこうした認識が不可欠のものと考える｡わが国は証券市場に係る諸制
度の改革において､証券取引法の制定をは じめとする歴史的な経緯 もあ り､アメリ
カの制度を取 り入れた り参考にすることが非常に多いのが実情であるが､アメリカ



















適切な運営については､密接に結びついているとの見解 (近藤光男 ･吉原和志 ･黒
沼悦郎 ｢証券取引法入門｣商事法務研究会､平成7年6)巨 4貞)が妥当と考えられ
るo
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